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第１章 はじめに 

 

電気通信サービスはいまや広く国民が利用する、日常生活に不可欠なライフ

ラインとなっており、消費者が安心して電気通信サービスを利用できる環境の

確保が求められている。 

 

他方、電気通信分野は、急速に技術革新が進む分野であることから、消費者が

利用する様々なサービスの内容や提供主体、契約形態は日々高度化・多様化・複

雑化している。さらに、固定系・無線系サービスを問わず、通信速度はいわゆる

ベストエフォート型とされ、また、無線系サービスは具体的なサービスエリア等

について必ずしも個別事例における状況が事前に把握できないという特質があ

る。 

 

このような状況の下、電気通信サービスを提供する電気通信事業者及び販売

代理店と消費者との間には、情報の非対称性、交渉力の格差が生じる傾向にあり、

消費者が契約時にサービス内容・品質や契約内容を十分に理解するのには一定

の限界がある。電気通信サービスが高度化・多様化・複雑化し、かつ消費者の高

齢化が進行している現状において、正確な情報を把握し、適切に選択する「イン

フォームドチョイス」を確保することが一層難しいことなどを踏まえれば、消費

者保護ルールの重要性はますます高まっていると言える。 

 

本ＷＧは、2015 年の電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）改正により充

実・強化された現行の消費者保護ルールについて、電気通信サービスの多様化・

複雑化や消費者トラブルの現状を踏まえ、その施行状況及び効果を検証すると

ともに、今後の消費者保護ルールの在り方について検討を行うことを目的とし

て、2018年 10月以降、検討を行ってきた。 

 

その際、次の３つの視点を基本的視点として整理し、その視点に立って検討を

行った。 

○ 契約時のわかりやすい説明等、事業者から消費者に対しリテラシーに応じ

た適切な情報提供が行われているか 

○ 実際に利用してみないと品質が分からない電気通信サービスの品質の不

確実性という特性を踏まえた消費者保護が十分になされているか 

○ 利用者のニーズに合ったサービスを選択できる環境が確保されているか 

 

検討に当たっては、以下に示す主要な論点に関し、有識者、消費者団体、通信

事業者、事業者団体、販売代理店団体等からのヒアリングを行い、議論を深めて
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きた。 

 （１）2015年度消費者保護ルールの実施状況と評価 

 （２）個別の論点 

   ① 携帯電話の料金プランの理解促進のための取組 

② 携帯電話ショップでの手続時間等の長さへの対応 

③ 広告表示の適正化に向けた対応 

④ 不適切な営業を行う販売代理店等への対策 

⑤ 高齢者のトラブルへの対応 

⑥ 法人契約者のトラブルへの対応 

⑦ その他 

⑧ 2030年を見据えた消費者保護の在り方 

 

そのような中で、利用者料金その他の提供条件や、販売代理店等の勧誘行為や

業務実態に関する論点を中心に、多くの関係者及び構成員が共通して指摘する

課題が明らかになってきたことから、2019 年１月 17 日の第６回会合で、「モバ

イル市場の競争環境に関する研究会」（以下「モバイル研究会」という。）と合同

で、早急に取り組むべき事項を盛り込んだ「モバイルサービス等の適正化に向け

た緊急提言」（以下「緊急提言」という。）を取りまとめ、公表した。 

 

緊急提言案の取りまとめ後、その他の論点に関し、さらに有識者や関係事業者

等からのヒアリング等を行い、議論を深めてきており、今般、電気通信事業分野

における消費者保護ルールをさらに充実する観点から取り組むべき事項の全体

像を中間報告として取りまとめた。 

 

本報告書をもとに、関係各方面において必要な対応が迅速に行われることを

期待する。 
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第２章 2015年消費者保護ルールの実施状況と評価 

 
（１）消費者保護ルールの概要と実効性の確保に係る取組 

電気通信事業法では、新規参入や料金の事前規制を緩和する一方、消費者

保護ルールを充実する等、累次の法改正が行われてきた。2003年にはサービ

ス提供条件の説明義務や苦情等処理義務が導入され、2015 年には契約書面

交付義務、初期契約解除制度、事業者による販売代理店に対する指導等の措

置義務、勧誘に当たっての不実告知等や勧誘継続行為の禁止等の規律が設け

られたところである（2016年５月施行）。 

 

新たに導入された消費者保護ルールの実効性を確保するため、2016 年５

月に、法令遵守状況の調査、必要な場合の権限行使、利用者からの苦情等の

収集・分析、制度実施状況の評価等の監督（モニタリング）の事務について

定めた「電気通信事業の利用者保護規律に関する監督の基本方針」を策定し

た。これに基づき、2016年９月より、半年に１回程度、苦情相談の分析 1や、

説明義務の履行を確認するための実地調査 2、行政や各事業者団体の取組状

況等を共有し、各主体の改善につなげる「ＩＣＴサービス安心・安全研究会 

消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合」（以下、「モニタリング

会合」という。）を開催している。 

 

毎回のモニタリング会合において指摘された要改善事項等については、総

務省から対象事業者・事業者団体に対し行政指導を行うとともに、次回以降

の会合において、その後の取組状況のフォローアップを実施している。これ

までのモニタリング会合の指摘を踏まえた事業者における改善事例として

は、利用者に対する月々の総支払額の説明・書面交付、オプションサービス

の無料期間終了前の通知、電話勧誘後の後確認の実施等を含め、以下のよう

な取組が挙げられる。 

 

 

 

 

                                                   
1 総務省では、電気通信消費者相談センターを通じた電話による相談、Ｗｅｂフォームを

通じたメールによる苦情相談を受け付けている。苦情分析は、総務省及び全国消費生活情

報ネットワークシステム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）に寄せられた苦情を合計したものについて、

サービス種類、発生チャネル、発生時期、発生要因、苦情相談の項目・観点、要望内容等

で分類・集計している。 
2 利用者に扮した調査員を調査対象事業者の販売現場に派遣し、実際の説明・応対を受け

た後、調査員があらかじめ設定された設問（法令に基づく説明事項が説明されたか等を確

認するもの）に答える形で、その状況を記録する調査。 
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＜図表：これまでのモニタリング会合における指摘・改善事項（例）＞ 

 
出典：総務省「ＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定

期会合（第５回）」（2018 年 6 月 28 日）配付資料 
 

総務省においても、上記の事業者の取組のうちの一部 3については、その

継続的な実施及び調査対象外事業者による実施等の観点から、消費者保護ル

ールガイドラインに明記する改定を行った。 

また 2018年２月には、「ＭＶＮＯ音声通話付きサービスについての苦情相

談も少ないとは言えない状況となってきたことから、ＭＶＮＯ音声通話付き

サービスを初期契約解除制度の対象とすることが適当」とのモニタリング会

合での意見集約を受け、同サービスを初期契約解除制度の対象とする省令・

告示の改正を行った（2018年 10月施行）。 

 

このほか、最新のサービスの仕組や苦情・相談事例を共有することで消費

者トラブルを協同で縮減していくための取組として、国（各地域の総合通信

局等）、地域の消費生活センター、電気通信事業者等の関係者が対面で情報

共有や意見交換を行う電気通信消費者支援連絡会を、全国 11 ブロックで年

に２回程度開催している。 

 

                                                   
3 ①月々の総支払額（合計金額）を説明・書面交付、②解約諸費用の一括での説明・書面

交付、③オプションサービスの無料期間終了前の事前通知、④毎月の料金請求額が確定し

た時に、利用者に電子メールで請求情報を通知、⑤販売代理店の電話勧誘後の電気通信事

業者自らの責任による契約意思等の後確認、⑥販売代理店の電話勧誘通話記録の定期的な

サンプル調査 等。 
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（２）苦情相談件数の推移等 

2015 年の電気通信事業法改正による消費者保護ルールの導入以降、全国

消費生活情報ネットワークシステム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）及び総務省に寄せら

れた電気通信サービスに関する苦情相談件数は減少している。しかしながら、

その傾向は緩やかであり、依然として高い水準にある。 

2017 年度の苦情相談件数のサービス別内訳を見ると、ＦＴＴＨサービス

(35.6%)、ＭＮＯサービス（25.7%）の順に多く、次いでプロバイダサービス

（8.3%）、ＭＶＮＯサービス（7.0%）が続く。 

＜図表：苦情相談件数の推移と 2017 年度のサービス別内訳＞ 

 
出典：総務省「ICT サービス安心・安全研究会 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合（第

５回）」（2018 年 6 月 28 日）配付資料 
 
苦情相談の要因となった販路等としては、携帯電話（ＭＮＯ）についてはキャ

リアショップや量販店等の「店舗販売」（46.3%：「不明」を除いた場合は 83.3%）

が、ＦＴＴＨサービスについては「電話勧誘」（56.3%：「不明」を除いた場合は

72.0%）という販売形態が、それぞれ高い比率となっている。 

 

 

 

 



- 8 - 
 

 

＜図表：苦情相談の要因となった販路又は応対場所等（2017年度）＞ 

 
 出典：総務省「ＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会

合（第５回）」（2018年6月28日）配付資料を基に作成。2017年度にＰＩＯ－ＮＥＴ及び総務省に寄せ

られた苦情相談の約３分の１を無作為抽出し､サービス別に分析したもの。 

 
（３）構成員の意見 

 電気通信サービスの相談自体は減少傾向だが、光卸の販売代理店による電話

勧誘の相談は法施行後もあまり減っていない印象。ただし、消費者が意図し

ていなかった契約などについては、初期契約解除や、事業者団体による工事

前無償解除のルール化により、契約解除できている事例が多くなっており、

一定の法律の効果はあるのかと思う。 

 消費者保護ルールの規定自体は、書面交付、初期契約解除、確認措置による

解除等で一定の効果が表れているが、消費者に契約内容を理解してもらうよ

うな啓発も必要。 

 自主規制と共同規制の有効性が強調される昨今ではあっても、消費者保護分

野においては、法規制が有効に機能する場面があるのは間違いない。しかし

規制を守らない者が競争上有利になるため、モニタリングを通じた法執行が

絶対に必要。 

 モニタリング定期会合の開催など継続的な検討で改善していくことが必要。 

 消費者法は事業法に含まれるという欧米の考え方にならい、平成 27 年に電

気通信事業法で消費者保護ルールを導入したのは画期的。 

 

（４）消費者保護ルール等の評価 

2015 年に導入された消費者保護ルールについては、その後のモニタリン

グの取組も含めて、以下のような点で、消費者保護の水準を高める一定の効

果があったと認められる。 

 2015 年まで増加を続けていた電気通信サービスに関する苦情相談件
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数は、制度導入以降、減少傾向に転じている。 

 消費者が意図していなかった契約等について、初期契約解除（又は確

認措置による解除）を行うことが可能となった。制度導入直後は、不

適切な運用を行う事業者も見受けられたが、その後、運用が改善され

ており、権利行使を行う消費者の割合の推移 45を踏まえれば、制度が

着実に定着・実施されつつあると考えられる。 

 2016 年度と 2017 年度に行われたＭＮＯの実地調査の結果 6において、

法令に基づく個別の説明事項が適切に説明された比率を年度で比較す

ると、説明がされた比率が全体として改善している。2017年度と 2018

年度に行われたＭＶＮＯの実地調査の結果 7を年度で比較しても、同

様に全体として改善しており、消費者が契約時に適切に情報提供を受

けられるための環境整備が徐々に整いつつあると考えられる。 

 

一方で、苦情相談件数は減少傾向に転じたものの、ＦＴＴＨの電話勧誘

に関する相談や、携帯電話の店舗を要因とする苦情など、販売代理店に係

る苦情は依然として高い水準にあるため、モニタリング会合でも取り上げ

られているように、料金プランのわかりにくさへの対応や、電話勧誘適正

化等について更なる取組が必要である（これについては、「シンプルで分

かりやすい携帯電話に係る料金プランの実現」、「販売代理店の業務の適正

性確保」に関し、第３章の緊急提言において電気通信事業法の改正を含め

て対策を講じることが必要としているほか、第４章の個別論点において現

状と今後の取組の方向性を整理した）。 

 

また、以上の評価を踏まえると、今後の方向性としては、消費者保護ル

ールとその履行を担保するモニタリングの実施という枠組みは今後も維

持しつつ、苦情相談等で明らかになった課題を踏まえ、事業者の取組や制

度面を改善していくというアプローチで考えていくことが重要である。そ

の際、緊急提言を踏まえた電気通信事業法の改正後の市場環境の変化も踏

まえ、モニタリングの実施・評価を行っていくことが適当である。  

                                                   
4 新規契約締結数に占める初期契約解除がされた数の割合は、0.46%（2016 年７月～９

月）から 0.75％（2018 年７月～９月）に増加。 
5 新規契約締結数に占める確認措置により契約解除された数の割合は 0.26％（2016 年７

月～９月）から 0.43％（2018 年７月～９月）に増加。なお 2017 年６月のモニタリング定

期会合においてＭＮＯ１社に対し、確認措置の運用状況の改善を求める指摘を行い、同年

７月より運用改善が行われている。 
6 第３回モニタリング会合（2017 年 6 月 22 日）及び第５回モニタリング会合（2018 年 6
月 28 日）。 
7 第４回モニタリング会合（2018 年 2 月 16 日）及び第６回モニタリング会合（2019 年 2
月 1 日）。 
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第３章 モバイルサービス等の適正化に向けた緊急提言 

 

 （１）緊急提言の取りまとめ 

本ＷＧでは、2018年11月26日の第４回会合で、モバイル研究会と合同で緊急

提言（案）をまとめ、同年12月18日までの間、一般からの意見募集を実施した。

意見募集には、法人15件、個人64件の合計79件のご意見が寄せられた。2019年

1月17日にモバイル研究会と合同で開催した第６回会合で、寄せられたご意見

も踏まえ、一部修正の上で、緊急提言を取りまとめ、公表した。 

緊急提言では、それまでの累次の検討・取組を進めてきた課題のうち、い

まだ解消されていないものとして、「シンプルで分かりやすい携帯電話に係る

料金プランの実現」と「販売代理店の業務の適正性の確保」について、早急

に取り組むべき方向性を提言している。 

 

モバイルサービス等の適正化に向けた緊急提言 

 

１．本提言の位置づけ 

 携帯電話は、その契約数が１億７千万を超え、様々な社会経済活動の基礎と

なるとともに、国民にとって不可欠なコミュニケーションの手段となってい

る。 

携帯電話をはじめとする電気通信サービスの在り方については、利用者視

点に立ち、①利用者がニーズに合ったサービスや端末を選択できるようにす

ること、②事業者間の公正な競争を促進することにより利用者利益の確保を

図ること、③技術進歩の成果を利用者が速やかに享受できる環境を整備する

ことという３つの基本的な視点から検討を進めることが重要である。 

モバイル市場の競争環境に関する研究会（以下「モバイル研究会」という。）

及びＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルールの検証に関するＷＧ

（以下「消費者ＷＧ」という。）では、2018年10月以降、それぞれ３回にわた

りヒアリングを行い、検討を重ねてきた。 

ヒアリングを通じ、多くの関係者及び構成員が共通して指摘する課題が明

らかになってきたことを踏まえ、本緊急提言は、モバイル研究会と消費者ＷＧ

とが合同でモバイルサービス等の適正化に向けて早急に取り組むべき事項を

整理したものである。 

本緊急提言を踏まえ、総務省等において必要な措置が早急に講じられるこ

とを期待する。 



- 11 - 
 

 

２．シンプルで分かりやすい携帯電話に係る料金プランの実現 

（１）背景 

 携帯電話の利用者料金に対する規律については、累次に渡る電気通信事業

法（昭和59年法律第86号）の改正により規制緩和がされてきており、1997年

に認可制から届出制とされ、2004年には事前規制が完全に撤廃されている。

現在、携帯電話市場では設備面及びサービス面の両面での競争が行われ、携

帯電話事業者がそれぞれ工夫しながら多様なサービスを多様な料金プラン

により提供している。 

 一方で、料金プランの中には、利用者が正確に理解することが困難なもの

や利用者を過度に拘束するようなものなどが出てきており、その結果とし

て、利用者の適切かつ自由な選択が阻害され、事業者間の公正な競争が不当

に制限されているという問題が指摘されている。 

 携帯電話の利用者料金に関し、携帯電話事業者による継続的な工夫にもか

かわらず、問題が指摘され続けている状況に鑑みると、利用者の利益を阻害

するような料金プランを抜本的に見直し、携帯電話事業者による公正な競争

の中で真に利用者のためになる工夫が進められるように取り組んでいくこ

とが求められる。 

（２）通信料金と端末代金の完全分離 

① 問題点 

通信サービスと端末のセット販売については、次のような点が指摘され

た。 

● 通信サービスと端末はセットで購入するものとの強い印象を与え、両

者が本来は別のものであるという理解を妨げている。 

● 同じ携帯電話事業者が提供する同じデータ通信容量のプランであるに

もかかわらず購入する端末によって通信料金が異なるという不公平

や、通信料金の割引が特定の端末の利用者に限定されているという不

公平が生じている。 

● 端末購入から一定期間で通信料金の割引が終了し、その後は通信料金

が上昇するため、必要以上に新規端末に買い替える誘因が働く。 

● ハイエンド端末を中心に過度な端末購入補助が行われることにより、

ハイエンド端末とローエンド端末の実売価格が接近し、市場メカニズ

ムが有効に機能していない。また、同様の補助ができないＭＶＮＯと

の競争上のイコールフッティングの問題がある。 

● 「実質０円」というような表示に見られるように、端末代金と通信料
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金との区分が不分明で、利用者が何に対して幾ら支払っているか理解

しづらい。 

● 一定の条件の下で端末割賦代金の残債を免除する販売手法（端末買換

えサポートプログラム）は、依然として通信役務の継続を残債免除の

条件としており、残債免除を受けるまでの間の解約を利用者に躊躇さ

せるとともに、実質的に残債免除後の契約継続も求めるものであるた

め、利用者の囲い込みにつながっている。 

● 他の業界にも残価設定クレジットはあるが、他の商材と結びつけられ

ることはない。それに対して、通信役務と結びついた端末買換えサポ

ートプログラムは、通信役務に関するスイッチングコストを高めてい

る。 

② 提言 

端末は、通信役務を利用するに当たって欠かせないものであり、まず、こ

うした端末の購入等を条件とする通信料金の割引等については、通信料金と

端末代金の分離が不十分であることにより、次のような問題を生じさせてい

る。 

● 同じデータ通信容量等のプランであるにもかかわらず、購入する端末

によって通信料金が異なるという不公平や、通信料金の割引等が特定

の端末の利用者に限定されるという不公平があること。 

● 利用者が料金プランを正確に理解した上で他の料金プランと比較する

ことが困難となり、自らのニーズに沿って合理的な選択を行うことが

できないこと。 

● 通信料金の割引等が一定期間に渡り行われるなど、割引等を受けるた

めに通信役務の継続利用が求められる場合もあり、利用者を過度に拘

束し、事業者間の公正な競争が阻害されること。 

したがって、端末の購入等を条件とする通信料金の割引等を廃止すること

により、上記の問題点を解消することが適当である。 

また、通信役務の一定期間の継続利用を条件とする端末代金の割引等につ

いては、上記２点目及び３点目の問題を有するものであり、分離の徹底の観

点から、見直すことが適当である。このような割引等は、携帯電話事業者が

直接行うだけでなく、キャリアショップや量販店等の販売代理店を通じて行

われる可能性があり、それについても併せて対応することが必要である。 

特に、端末買換えサポートプログラムについては、同じプログラムへの再

加入が残債免除の条件から除かれたが、依然として次のような問題があり、

抜本的に見直すことが必要である。 

● 残債免除までの間のプログラムへの継続加入が残債免除の条件とされ
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ており、その間の通信役務の継続利用が必要となっている。 

● 残債免除を受けないとプログラム加入の便益が全く得られないため、

上記３点目の問題が格段に大きくなる上に、残債免除を受けないとい

う選択肢が実質的に機能するか疑義がある。 

● 機種変更が残債免除の条件とされており、新端末の購入後に通信契約

を解除する場合には新端末の残債や解約料等のスイッチングコストが

存在するため、利用者は残債免除を受けた後も通信役務を継続利用す

ることとなる可能性が高い。 

（３）行き過ぎた期間拘束の禁止 

① 問題点 

期間拘束を伴う通信契約の関係については、次のような点が指摘された。 

● 期間拘束とその自動更新により、事業者乗換えのスイッチングコスト

が高くなっている。 

● 期間拘束なしの料金プランについて、その料金が高かったり、継続的

に同じ事業者と契約しているにもかかわらず長期契約者割引を受けら

れなかったりするなど、利用者にとって実質的な選択肢となっていな

い。 

● 契約途中で解約する際の違約金について、その算定根拠が明らかとな

っておらず、また、その水準が高いことが、事業者乗換えの妨げとな

っている。 

● ＦＴＴＨ等とセットで契約した場合、当該契約に係る拘束期間のずれ

が事業者乗換えの妨げとなっている。 

② 提言 

行き過ぎた期間拘束は、利用者が携帯電話事業者を乗り換える上での制約

であり、事業者間の公正な競争を阻害することとなる。また、技術革新の著

しい電気通信事業分野では、将来を見通した上で利用者が合理的な選択をす

ることは困難である。特に、ヒアリングにおいて、多くの関係者及び構成員

が共通して指摘した以下の期間拘束については、見直すことが適当である。 

ア 期間拘束のない契約の料金その他の提供条件が、期間拘束のある契約

の料金その他の提供条件に比べて著しく劣り、実質的な選択肢となって

おらず、それについての合理的な理由がない場合には、利用者を過度に

拘束するものであり、見直すことが求められる。また、期間拘束の期間

が著しく長期に渡り、その合理的な理由がない場合も、同様である。 

イ 解約に係る違約金の水準については、合理的な算定根拠に基づき設定

されるべきものであり、違約金の水準が著しく高い場合には、スイッチ

ングコストにより利用者を過度に拘束し、事業者間の公正な競争を阻害
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するものであるため、見直すことが求められる。 

ウ 期間拘束の自動更新については、変化の激しいモバイル分野で拘束期

間終了後の更新の要否を契約当初の段階で判断することは困難であり、

利用者を過度に拘束するものである一方で、更新に係る手続の手間の省

略を望む利用者もあり得る。このため、更新が利用者の真正な意思に基

づき行われるよう、契約当初の段階で自動更新とするかどうか選択可能

とし、拘束期間終了の段階で更新するかどうか及び自動更新の選択を変

更するかどうかについて利用者の意思を確認するとともに、自動更新の

有無により料金等に差を設けないことが求められる。 

さらに、期間拘束のある複数の契約のセットでの締結は、各サービスの期

間拘束の始期や長さが異なり、利用者が違約金を支払わずに複数のサービス

を同時に解約できない場合には、利用者を過度に拘束するものであることか

ら、いずれのサービスも同時に無料で解約できる期間を設定することなど改

善策を検討することが適当である。 

（４）合理性を欠く料金プランの廃止 

① 問題点 

上記のほか、過度に複雑な料金プランなどについて、次のような点が指摘

された。 

● 同じ携帯電話事業者が提供する同じ通話頻度、同じデータ通信容量の

通信サービスであるにもかかわらず、プランによって通信料金が異な

る場合がある。 

● 基本料とデータプランを別々に提供しているにもかかわらず、基本料

が安いプランでは少ないデータ量を選択できないなど、組合せに制約

がある。 

② 提言 

通常の提供条件の説明により利用者が理解することが期待できないよう

な過度に複雑な料金プランや合理性を欠く料金プランは、利用者の正確な理

解を妨げるとともに、料金プラン相互の比較を困難とし、利用者の合理的な

選択を阻害するため、見直すことが適当である。 

例えば、音声通話について同一の内容の基本料について、使用する端末や

選択するデータプランの別により料金が異なるなど、同じ通話頻度、同じデ

ータ通信容量の通信サービスであるにもかかわらず、プランによって通信料

金が異なり、不合理に「同一サービス同一料金」になっていない場合があり、

利用者間の不公平を生じるとともに、利用者の混乱を招き、その合理的な選
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択の妨げとなることから、見直すことが求められる。 

（５）取組の方向性 

市場競争の下においては、携帯電話事業者による工夫と競争によって多様

なサービスが多様な料金プランで提供され、利用者が提供条件を十分に理解

した上で、自らのニーズに応じてサービスを適切かつ自由に選択し、低廉な

価格で利用できることが望ましい。その際、携帯電話事業者によるサービス

や提供条件の工夫と競争は、利用者の利益を阻害するものとならないための

最低限の基本的なルールを守りつつ行われることが必要である。 

このため、以上で提言した事項について、携帯電話事業者による実効性

のある料金プランの見直しが行われるよう、総務省において、最低限の基

本的なルールとして料金その他の提供条件に関する禁止行為を定め、それ

に違反した場合には業務改善命令を行いうることとすること等について、

電気通信事業法の改正を含め、必要な措置を検討し、速やかに実施に移す

ことが適当である。また、措置の効果をデータに基づき検証できるよう、

総務省において、携帯電話事業者における販売奨励金や端末購入補助の詳

細や端末に係る収支の状況などのデータを定期的に把握することが必要で

ある。 

 

３．販売代理店の業務の適正性の確保 

（１）背景 

電気通信事業法では、新規参入や料金の事前規制を緩和する一方、消費者

保護ルールを充実する等、累次の法改正が行われてきた。2003年にはサービ

ス提供条件の説明義務や苦情等処理義務が導入され、2015年には契約書面交

付義務、事業者による代理店に対する指導等の措置義務、初期契約解除制度、

勧誘に当たっての不実告知等や勧誘継続行為の禁止等の規律が設けられた

ところである。 

この2015年の電気通信事業法改正による消費者保護ルールの導入以降、全

国消費生活情報ネットワークシステム（ＰＩＯ－ＮＥＴ）及び総務省に寄せ

られた電気通信サービスに関する苦情相談件数は減少しており、消費者保護

ルールの導入について一定の効果が見られる。しかしながら、その傾向は緩

やかであり、依然として高い水準にある。 
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 出典：総務省「ICTサービス安心・安全研究会 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合

（第５回）」（2018年6月28日）配付資料 

ＰＩＯ－ＮＥＴを用いた独立行政法人国民生活センターの分析によれば、

携帯電話やＦＴＴＨサービスに関する苦情相談件数は、それぞれ２万件超

（携帯電話）、１万件超（ＦＴＴＨのうち光コラボサービス）といった高い

水準で推移している。 

 
出典：「光回線サービスの卸売に関する勧誘トラブルにご注意！第２弾」（2018年7月26日 国民生活

センター報道発表資料）、「セット契約やスマートフォンの使い方などの携帯電話のトラブル」（2018

年9月13日 国民生活センター報道発表資料） 

 

また、2017年度にＰＩＯ－ＮＥＴ及び総務省に寄せられた苦情相談に基づ

く総務省の分析によれば、苦情相談の要因となった販路等としては、携帯電

話（ＭＮＯ）についてはキャリアショップや量販店等の「店舗販売」（46.3%：

「不明」を除いた場合は83.3%）が、ＦＴＴＨサービスについては「電話勧

誘」（56.3%：「不明」を除いた場合は72.0%）という販売形態が、それぞれ高

い比率となっており、販売代理店に起因した苦情相談が多く生じている。 
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 出典：総務省「ICTサービス安心・安全研究会 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会

合（第５回）」（2018年6月28日）配付資料を基に作成。2017年度にＰＩＯ－ＮＥＴ及び総務省に寄

せられた苦情相談の約３分の１を無作為抽出し､サービス別に分析したもの。 

 

（２）問題点 

上述のＰＩＯ－ＮＥＴ及び総務省に寄せられた苦情相談の中身を見ると、

次のような内容が挙げられており、その多くが不適切な勧誘、説明に起因す

るものとなっている。 

【携帯電話】 

● 通信容量が大きな料金プランを勧められ言われるまま契約したが、後

で必要のないものだったと分かった。 

● スマートフォンを契約したら、不要なタブレット端末やヘッドフォン、

充電器等の付属品とのセット契約だった。 

● スマートフォンに追加でタブレット端末、光回線等も契約したが、ス

マートフォンすら使いこなせない。 

【ＦＴＴＨ】 

● 大手通信事業者からの電話だと思い契約したが、別の事業者だったの

で費用負担なく解約したい。 

● 契約先のプラン変更だと思ったら、別会社との契約になっていた。 

● （変更する必要がないにもかかわらず）光回線の変更が必要であるか

のような勧誘により契約してしまった。 

 

また、消費者ＷＧにおいては、販売代理店の業務について、次のような点

が指摘された。 

 

● 携帯電話について、契約内容が複雑化、説明時間も長時間化し、契約

内容や料金を消費者が正しく認識できておらず、また必ずしも消費者
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が希望する契約内容になっていない。 

● 光コラボの代理店による電話勧誘に係る苦情相談が相変わらず多く、

「新しいサービスのご案内です」と言われたので契約中の事業者だと

思ったなど、勧誘時に事業者名について誤解を与える勧誘となってい

る。 

● 携帯電話については、「○万円キャッシュバック」、「実質０円端末」を

うたうショップ店頭のポスターやロードサイドショップの立て看板が

未だに見られる。 

● 「実質０円」等の広告表示においては特定の適用条件等を認識しづら

いものもあり、結果、特典が受け取れないといった苦情が寄せられて

いる。 

 

消費者ＷＧで指摘のあった上記３点目の指摘に関しては、販売代理店独自

の過度な端末購入補助が依然として行われていると考えられるが、これは通

信料金の高止まり、利用者間の不公平及びＭＶＮＯの新規参入・成長の阻害

という点で懸念がある。 

通信サービスと端末をセット販売する場合の過度な端末購入補助につい

ては、総務省において「モバイルサービスの提供条件・端末に関する指針」

（2017年1月）が策定され、事業者に対してその適正化を図っているものの、

販売代理店は同指針の対象外となっていることから、市場全体に対して十分

な効果を上げていない状況にある。 

なお、携帯電話の販売代理店においては、消費者利益の確保に向けた自主

的な取組として、2014年に設立された一般社団法人全国携帯電話販売代理店

協会による「あんしんショップ認定制度」が全国的に展開されており、2018

年12月末時点で認定ショップ5,422店（全キャリアショップの67%）の規模と

なっている。また、光コラボの事業者・販売代理店については、一般社団法

人テレコムサービス協会による「重要事項説明項目とトークの手引き」（光

卸を利用したＦＴＴＨサービスの電話勧誘時の説明話法に係るガイドライ

ン）が策定されており、それぞれの業界団体において独自に苦情相談の改善

につながる取組が進められている。しかしながら、その浸透度合いは現状十

分とは言えず、今後、これらの販売代理店への一層の普及・浸透が課題とな

っている。 

（３）提言 

販売代理店に対する指導については、2015年の電気通信事業法の改正によ

り、事業者において、委託した業務に係る指導等の措置を行うことが義務付

けられるとともに、総務省においても、「提供条件の説明義務違反」、「不実

告知等の禁止違反」、「勧誘継続行為の禁止違反」に限っては、事業者のみな
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らず販売代理店に対しても業務改善を命じることが可能となっている。 

しかしながら、一次販売代理店の下にある二次、三次の販売代理店等を含

め、事業者による指導が十分に行き届いていない状況が見られるとともに、

販売代理店における独自の過度な端末購入補助や、利用者に誤認を与えるお

それのある勧誘や独自の店頭広告等の不適切な業務実態については、総務省

において業務改善を命じることができない等、必ずしも適切な担保措置が講

じられているとは言えない状況にある。加えて、総務省において、その実態

把握が十分にできているとは言い難い状況にある。 

販売代理店は、電気通信サービスの契約において、利用者に最も身近な窓

口であり、その業務が適正に行われることは、利用者の利益を確保する上で

必要不可欠となっている。このため、これらの問題点の解消に向け、以下に

ついて、電気通信事業法の改正を含め、必要な措置を講じることが適当であ

る。 

ア 販売代理店の存在を事業者経由で間接的に把握するのではなく、行政

が直接把握するための必要最小限の制度として、届出制を導入する。 

イ その上で、勧誘行為において社名や勧誘目的であることを明示しない

等、利用者に誤解を与えるような電気通信事業者及び販売代理店の不適

切な勧誘行為を禁止し、違反した場合には業務改善命令を行いうること

とする。 

ウ 加えて、電気通信サービス契約の媒介と一体として行われる販売代理

店の業務において、電気通信サービスに関して利用者の利益を阻害する

ような不適切な実態があれば、業務改善命令を行いうることとする。 

なお、販売代理店においては、３．（２）に掲げた一般社団法人全国携帯

電話販売代理店協会が運営する「あんしんショップ認定」の取得や、一般社

団法人テレコムサービス協会が策定しているガイドラインの活用等にさら

に積極的に取り組むことにより、利用者にとって誠実で信頼できる販売代理

店となっていくことが期待される。 

 

４．今後の検討の方向性 

 以上、総務省等において、早急に取り組むべき事項として、「シンプルで分

かりやすい携帯電話に係る料金プランの実現」及び「販売代理店の業務の適正

性の確保」の２つの項目を軸に整理した。 

 モバイル研究会では、引き続き、ＭＶＮＯを含めた事業者間の公正な競争条

件を確保する観点から、接続料の算定方法の見直し、ＩｏＴ向けサービスに係

る競争ルール等について検討を深めるとともに、「モバイル市場の公正競争促

進に関する検討会」報告書（2018年４月）で取り上げられた事項について実施
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状況の検証を行うこととする。 

消費者ＷＧでは、電気通信サービスの消費者保護の確保の観点から、契約手

続時間の長さや高齢者への適切な対応など、契約時の説明の在り方のほか、利

用中や解約時の説明の在り方、一定規模以下の法人のサービス利用の保護の

在り方等について検討を深めることとする。 

併せて、モバイル研究会及び消費者ＷＧは、本緊急提言に沿った取組の進捗

状況についてフォローアップを行うこととする。 

 

（２）緊急提言を受けた対応 

緊急提言を受け、総務省において、次の内容を定める電気通信事業法の改正

案を第198回国会に提出したところである。 

① 携帯電話事業者及び販売代理店による次の行為を禁止し、違反した場合を

業務改善命令の対象とすること。 

ア）端末の販売等に関する契約の締結に際し、通信サービスの利用者（当該

サービスの提供を受けようとする者を含む。）に対し、通信サービスの料

金を当該契約の締結をしない場合におけるものより有利なものとするこ

とその他電気通信事業者間の適正な競争関係を阻害するおそれがある利

益の提供として総務省令で定めるものを約し、又は第三者に約させること。 

イ）通信サービスの利用者に対し、契約の解除を行うことを不当に妨げるこ

とにより電気通信事業者間の適正な競争関係を阻害するおそれがあるも

のとして総務省令で定める料金その他の提供条件を約し、又は販売代理店

に約させること。 

② 販売代理店に総務省への届出義務を課すこと。 

③ 電気通信事業者及び販売代理店による、勧誘の相手方に対して自己の氏名

若しくは名称又は勧誘である旨を告げずに勧誘する行為その他利用者の利

益の保護のため支障を生ずるおそれがあるものとして総務省令で定める行

為を禁止し、違反した場合を業務改善命令の対象とすること。 

改正法は、成立した場合には公布から６か月以内に施行することとされてお

り、それまでに総務省令等で制度の詳細を定める必要があるところ、具体的な

制度の整備に関しては、緊急提言の意見募集や本ＷＧでの検討の過程において、

具体的な基準を明示することが望ましいとの意見等が出されている。制度の具

体化のための検討に際しては、電気通信市場に与える影響も見極めつつ、関係

事業者が行うべき対応が明確となり、実効性ある取組が行われるよう、ＦＴＴ

Ｈ、ＭＮＯ、ＭＶＮＯ等の各事業者及び販売代理店その他関係者の意見も十分
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に聴いた上で、できる限り明確な基準が整備されることが望ましい。 

携帯電話事業者等の関係者においては、緊急提言の趣旨や法改正等の措置を

踏まえ、料金プランの抜本的な見直し等のモバイルサービス等の適正化に向け

た取組を積極的に行うことが期待される。 

また、通信料金と端末代金の完全分離等の料金プランの見直し等により、販

売代理店における業務の在り方が変化していくことも想定される。販売代理店

は、利用者と直接接する重要な役割を担っており、地域の拠点としても、その

重要性は高いものである。その果たす役割をはじめ、販売代理店の在り方につ

いて、電気通信事業者、販売代理店等の関係者において十分な検討と意識の共

有が行われることが望まれる。 

以上のような取組の進捗状況やあるべき方向性等については、緊急提言でも

触れたとおり、本ＷＧにおいても、モバイル研究会とともに、適時のフォロー

アップを行うこととする。 
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第４章 個別の論点 

 

（１）携帯電話の料金プランの理解促進のための取組 

  利用者が契約に基づく費用負担を正確に理解し、自身のニーズに合った電

気通信サービスを選択することを可能とすることは、消費者保護の観点から

重要である。このため、本ＷＧでは、①契約前から契約の時点までに関して、

拘束期間全体での総額表示、②利用中に関して、利用実態に応じた料金プラン

への見直し推進を論点として取り上げた。 

 

① 拘束期間全体での総額表示 

 

【現状】 

2017年２月のモニタリング会合第２回において、ＭＮＯ３社に対し、「総支払

額（初期費用及び毎月等の支払いのそれぞれの合計金額）の見込みも明示し、こ

れを記載した説明書面等を交付する運用を基本とするよう検討すべき」との指

摘を行った。これを受けて 2018年２月までに、ＭＮＯ３社全てが、説明書面や

料金シミュレータ（タブレット画面）の使用・印刷等によって、初期費用の総支

払額及び月ごとの総支払額を明示し、書面交付する措置を開始している。 

 

しかし、例えば、２年間の期間拘束のある料金プランについて、一定の条件の

下で最初の 1 年間だけ等の限られた期間のみ割引が行われる中で、月ごとの支

払額を提示するだけでは、利用者が適切に拘束期間全体での自らの支払額を把

握することが難しいのではないかとの指摘もある。 

 

公正取引委員会調査（2018 年 6 月） では、「ＭＮＯと契約した場合の一定期

間の費用総額のイメージを持てないまま、一括で示される端末値引き額の大き

さに誘引されて、本来の選好に沿った選択をできていない消費者がいる可能性

がある」ことから、「ＭＮＯ各社は少なくとも期間拘束契約をする場合には、当

該期間において利用者が支払う通信役務と端末代金の費用総額の目安を消費者

に示すことが望ましい」と指摘されている。 

 

【構成員の意見】 

 ２年間の期間拘束を行っているにもかかわらず、１年目だけに適用される割

引を設定した上で、１年目の月額料金を前面に出した広告が行われており、

消費者が惑わされている。期間拘束を行う場合には、一定期間の定期契約で

あることを明示するとともに、その期間での料金を利用者に示すべきではな

いか。 

 初月の料金の安さを利用者に訴求するが、利用者は先々のことまで把握して
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いないので、単月の金額を表示する場合には、拘束期間とその期間の総額を

表示してもらうのが良いのではないか。 

 総額表示に賛成。ただし、緊急提言を受けて、端末の提供方法が今後変更・

多様化していくことが想定されるため、従来はなかった端末の提供方法が出

てきた場合にどのように表示すべきかについても検討いただきたい。 

 

【今後の取組の方向性】 

料金プランが複雑化してきている中で、利用者が支払額を正確に理解し、必要

に応じて比較検討を行うことが難しくなっている。特に、期間拘束契約が行われ

ている中で、拘束期間よりも短い期間に限って適用される割引が提供され、その

割引が適用された月の支払額を利用者に訴求することも行われており、結果と

して、利用者による支払額の正確な理解や比較検討にかかる手間が増大し、正確

な理解や比較検討が行いづらくなっている。 

 

公正取引委員会調査（2018 年 6 月）の指摘も踏まえると、少なくとも期間拘

束のある契約については、利用者が拘束期間全体にわたる負担の総額を正確に

理解し、比較検討できるようにすることが、利用者による自らのニーズに応じた

サービス選択の確保及びそれを通じた公正競争の促進のために重要である。そ

のため、携帯電話事業者においては、期間拘束を伴う料金プランについては、単

月の支払額のみでなく、拘束期間全体において利用者が支払う通信料金と端末

代金の総額の目安をあわせて示すことが適当である。これは契約更新の際も同

様である。 

 

その際、提示すべき場面については、携帯電話事業者において、契約前の提供

条件の概要の説明の際に行うとともに、利用者が料金プランを選択する際に参

考とできるよう、各社のウェブサイトにおいて確認することを可能とすること

が適当である。また、提示すべき内容については、従量制の料金部分がある場合

には、複数の典型的に想定される利用方法ごとの目安を示すことや、ウェブサイ

トにおいて、利用者が条件を入力して確認することが可能な料金シミュレーシ

ョンにおいて提示することなど、利用者にとって確認がしやすい工夫を行うこ

とが適当である。 

 

以上のような支払総額の目安の表示を改正電気通信事業法の施行の時点で実

現するため、総務省においては、「電気通信事業法の消費者保護ルールに関する

ガイドライン」の改正を含め、速やかに必要な措置を講ずることが適当である。 
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 ② 利用実態に応じた料金プランへの見直し推進 

 

【現状】 

（携帯電話サービスの利用中の苦情） 

現行の消費者保護ルールにおける説明義務、書面交付義務、初期契約解除制度

等は、主に契約締結時や契約初期における電気通信事業者や販売代理店の行為

を規律対象としているが、携帯電話（ＭＮＯ及びＭＶＮＯ）サービスに対する利

用者からの苦情を発生時期別に分類すると、「利用中（※書面交付（到着）後９

日目以降）」の苦情が最も多い（ＭＮＯ:47.9%、ＭＶＮＯ(音声通話付):45.9%。

2017年度下半期）。 

 

上記 MNOサービスの利用中の苦情相談を項目・観点別に見ると、①「通信料金

の支払い（心当たりのない請求等）」25.1%が最も多く、次いで②「通信料金の設

定水準等（高額過ぎる等）」21.1%となるなど、通信料金に関する苦情が多い。 

 

（利用者の利用実態と契約プランの乖離） 

ＭＮＯ各社は、これまでにライトユーザやヘビーユーザ向けの新たな料金プ

ランや、端末購入に伴う通信料金からの割引の適用を受けない利用者向けの安

価な料金プランなどを導入してきており、多様な料金プランの提供が進んでい

る。 

 

他方、利用者が契約しているデータ通信料金プランの分布と実際のデータ通

信量の分布を見ると、スマートフォンのデータ通信量について、実際の使用量は

約半数のユーザで２ＧＢ未満だが、１ＧＢや２ＧＢのプランを契約しているユ

ーザは２割程度にとどまっているなど、利用実態と契約プランとの間で乖離が

生じている（2018年６月末時点）8。総務省は、「モバイル市場の公正競争促進に

関する検討会」報告書（2018年４月）にてこの課題を指摘し、2018年６月、Ｍ

ＮＯ３社に対し、2019 年３月末までに次の措置を講ずるよう行政指導を実施し

ている。 

① データ使用量と契約している料金プランに乖離が生じている利用者に

対して、過去の利用実績等に基づき、利用金額が適正となる料金プランの

例を案内すること。 

② 契約時以外での料金プランの見直しに関する相談の機会を充実させる

等、利用者のリテラシー向上やサービスに関する理解促進に向けた施策を

実施すること。 

 

（携帯電話事業者等の取組） 

本ＷＧ第２回会合におけるＭＮＯ各社からの発表によれば、ＭＮＯ各社は利

                                                   
8 第１回事務局提出資料 2-2 
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用中の利用者への適切な料金プランの案内について、以下のような取組を実施

または実施予定としている。 

 2018年３月より、毎月の請求額確定通知から、契約プランやデータ利用状

況を確認するページに容易に移行できるようにしたほか、2018 年５月よ

り、データ利用量に応じて段階的な料金が適用となる料金プランの提供を

開始 9。2018年９月より、コーポレートサイト上で利用者が確認しようと

した場合には、利用実態に基づくおすすめプランが表示される取組を実施。

（ＮＴＴドコモ） 

 料金プランの理解促進に向けて、店頭で「料金相談フェア」を開始。2018

年５～７月及び９～10 月実施分で 100 万人を超える顧客からの相談に対

応。（ＮＴＴドコモ） 

 2017年７月より、データ利用量に応じて段階的な定額料金が適用される料

金プラン及びデータ使用量が多い利用者向けプランを導入し、利用者に対

し２つの新料金プランへの移行を積極的に勧めている（2018年９月時点で

1000万契約超）。2018年２月より、料金段階が上がる際にＥメールで事前

に通知する運用を開始。（ＫＤＤＩ）10 

 2018年９月より、料金プランをシンプル化するとともに、データ使用量が

多い利用者向け定額プランとデータ利用料に応じた段階的な料金プラン

を導入 11。2019年３月より、利用実績に応じて個別に最適な料金プランを

案内する取組を実施予定（ソフトバンク） 

 

（一社）全国携帯電話販売代理店協会は、携帯電話販売代理店として、顧客の

契約プランが利用実態に合うように定期的なプラン診断をお勧めしていきたい

としている。 

 

この他、利用中の情報提供の事例として、これまでのモニタリング定期会合で

の指摘を受けた措置を含め、各社からは以下のような取組事例の紹介があった

ところである。 

 ポータルサイト上での更新期間の確認の容易化、初心者向け使い方サポー

トの案内メール（ＫＤＤＩ） 

 請求額・更新月・オプション無料期間終了のＳＭＳ・メール等での周知、

データ利用量や請求金額のオンライン・アプリ上での確認やチャットでの

相談受付（ソフトバンク）12 

                                                   
9 料金段階が上がる際にＥメールで通知する取組も実施。（事務局聞き取り） 
10 この他、店舗における料金診断を自店舗会員向けメール等で告知する取組も実施。また

2019 年 1 月請求の料金お知らせメールより、料金プランの確認／変更ページ、およびデ

ータ利用状況へのページ移行の容易化を実施。（事務局聞き取り） 
11 料金段階が上がる度にＥメールで通知する取組も実施。（事務局聞き取り） 
12 ＮＴＴドコモ及びＫＤＤＩにおいても、2019 年２月時点でこれらの取組を実施。（事務

局聞き取り） 
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【構成員からの意見】 

 料金プランの乖離を定期的に見直そうという運動ができないか。ＭＮＯ各社

は料金プランの見直し案内を積極的に周知すべき。 

 利用期間中でも、使い方や料金プランの変更などが相談できる体制づくりを

すべき。 

 かなり多くの方が利用実態に合わない高い料金のまま契約をし続けている

という実態はあると思う。企業のお知らせは、新しいサービスの勧誘だと受

け止められて、利用者がショップに出向かないということもあるため、お知

らせの方法については、「あなたの場合はこうだ」といったところまで知ら

せる方法は必要。 

 月々の料金支払い額について、契約時にグラフ化したものを紙で渡されても、

なくしてしまう場合もあるので、利用中にＷｅｂ等で簡単に確認できる仕組

みを作っていただけるとありがたい。 

 事業者は情報提供していると言うが、利用者の方に伝わってこないというす

れ違い感をもう少し分析する必要。新しい勧誘だと思って見なかったり、自

分に関係ないと思って見なかったりなど、原因はいろいろ考えられる。 

 利用中にＷｅｂやアプリでいつでも確認できるようにすることは今後重要。

リテラシーの問題でアナログの対応も必要ではあるが、できる限りデジタル

の手段で実現されることが望ましい。 

 自動更新の通知など、ＳＭＳやメールで来ていても一切見ていない、気づい

ていない人たちがいることを忘れてはいけない。 

 利用中の料金プランの見直しなど、販売代理店が行う契約中の契約者に対す

るさまざまなサービスについても、キャリアが評価の対象にしていくという

ように体制が変わらないと解決していかない。保険業界が保険の代理店の評

価のやり方を変えたように、キャリアが自発的に変えていただく必要がある

のではないか。 

 不必要に高いプランのままの利用者がたくさんいる実態というのを踏まえ

て、場合によっては、本人が現在のプランにとどまりたいという積極的な意

思を示さない限りおすすめプランのほうに切りかえるということを考えて

もいいのではないか。 

 期間拘束でユーザを囲い込んでいる以上、事業者は契約中のユーザに対して

配慮すべき相当重い責務がある。 

 

【今後の取組の方向性】 

各社の料金プラン改定により、データ使用量が少ない利用者向けのプランは

提供されるようになっている。しかし、利用実績に照らせばこれらの新しいプラ

ンに移行した方が有利であるにもかかわらず、従来のプランに留まったままで

ある利用者が一定数存在する。利用者の利用実態と契約プランとの間の乖離の
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状況については、総務省で継続的にモニターし、改善が見られないようであれば、

これら利用者に料金プランの見直しを促すため、携帯電話事業者に更なる取組

を求めていくことが適当である。 

 

料金プランを自ら見直す意思があり、かつＷｅｂ上で自身の利用実績を確認

することのできる利用者については、現状ＭＮＯ各社が提供する料金シミュレ

ータ等を用いて適切なプランを選択することが一定程度可能になっていると考

えられる。一方で、料金プランを定期的に見直すという意識が薄く、Ｗｅｂ上で

の利用実績の確認等を行うことが困難である利用者については、それら利用者

に届く情報伝達手段により、事業者側からより能動的な料金プランの見直しの

案内を行うことが適当である。 

 

特に、緊急提言を受け、2019 年度には携帯電話事業者において大幅な料金プ

ランの見直しが行われることが見込まれる。携帯電話各社は、新しい料金プラン

とこれまでの料金プランとの相違を利用者に丁寧に説明することが必要である

ほか、新プランに移行することで恩恵を得られるにもかかわらず、そのことを十

分に認識せずに自動更新によって従来プランを使い続ける利用者が多数出るこ

とのないよう、既存契約者に対してもさまざまな周知手段を用いて、プラン切り

替えについての周知を徹底することが適当である。 
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（２）携帯電話ショップでの手続時間等の長さへの対応 

 

【現状】 

携帯電話販売代理店での待ち時間・契約手続時間が長いことにより、消費者・

販売代理店双方の負担が発生していることがモニタリング定期会合 13や報道で

指摘されている。 

 

ＭＮＯ３社において自社の新規契約時の待ち時間及び手続時間を調査したと

ころ、各社とも待ち時間は概ね 10～40分程度、手続に 80分～100分程度かかる

としている 14（調査時期：2018年５月～10月）。 

 

【事業者から示された方向性】 

待ち時間の短縮については、来店予約の拡大（ＭＮＯ３社）、来店せずに手続

可能なオンラインショップの強化（ＫＤＤＩ）などで対応を行う方向性を示して

いる。 

 

手続時間の短縮については、ＭＮＯ各社は、以下のような既存のまたは今後行

う取組を通じて手続時間を短縮する方向性を示している。  

 待ち時間等に利用者自身でパンフレットやタブレット等で説明事項を閲覧

してもらった上で、接客時に説明を省略して良い事項を利用者に選択して

もらい、その分の説明時間を減らす取組の実施（ＮＴＴドコモ【新規・拡

充中】、ソフトバンク【新規】） 

 初期設定の専用スタッフを配置し、契約後の初期設定は当該スタッフに引

き継ぐことにより、窓口の応対時間を削減（ＮＴＴドコモ【新規】、ソフト

バンク【既存】） 

 利用者の行う設定作業（データ移行、各種ＩＤ設定）や基本操作説明につ

いて、サポートツールを用意（ＫＤＤＩ）【既存】 

 料金プランの理解度向上のためシミュレータ等を活用（ＮＴＴドコモ、Ｋ

ＤＤＩ、ソフトバンク）【既存】 

 中期的対策として、ＩＣＴソリューション（ＲＰＡ・ＡＩ）の活用により

店頭オペレーションのセルフ化・自動化やさらなる効率化を推進（ソフト

バンク）【今後実施】 

 

【構成員からの意見】 

 ショップの待ち時間が長く、説明時間も長いので短縮すべき。 

 携帯電話の料金プランが複雑でわかりにくくなっていることが問題。結果的

                                                   
13 モニタリング定期会合第 5 回「平成２９年度消費者保護ルール実施状況のモニタリング 
（評価・総括）」 
14 第２回電気通信事業者協会発表資料。 
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にキャリアのショップにおいて説明時間の長時間化を生んでいる。 

 たくさんの商材を売らなければならないことが接客時間の長時間化につな

がっている。 

 手続時間短縮のため説明義務の履行の仕方の合理化は検討してよい。同時に、

きちんと説明したことの記録を残すことも必要。 

 契約時間の短縮に関して、発表にあった待ち時間の活用のような取組は、今

後アンケート等で利用者の評価を収集・展開し、良いものについては他のキ

ャリアにも展開いただきたい。 

 来店予約などの事業者の取組が利用者に知られていないことが問題。またシ

ョップに行かなくてもできる手続きを増やし、待ち時間を短縮してほしい。 

 スマートフォンの使い方を教えてほしい、機種変更時のデータ移行を代行し

てほしいなどの依頼が日常的にショップに寄せられており、ショップ側では

顧客の満足度向上のためやむなく受けているが、負担も大きい。通信事業者

や販売代理店が義務として行う部分とそこから先のサービスに当たる部分

の役割分担、費用分担の線引きの作業が必要。 

 

【今後の取組の方向性】 

待ち時間、手続時間の短縮に向けた MNO 各社の取組については、構成員から

概ね賛同の意見が示されたところ、今後、本ＷＧで、各社の取組による待ち時間・

手続時間の削減の効果、利用者の反応、有効であった方策等について、ＭＮＯ各

社から報告を受け、検証を行い、ベストプラクティスの共有を行うことが適当で

ある。また、ＭＮＯ各社が既に取り入れている取組であっても、利用者の認知が

あまり進んでいない取組については、認知向上に向けた方策も併せて検討する

ことが適当である。 

 

また、第３章の緊急提言で述べた今後のＭＮＯにおいて実現することが期待

されるシンプルでわかりやすい料金プランが手続時間や利用者の理解度に与え

る影響についても検証することが適当である。 

 

一方で、料金その他の提供条件の概要や青少年有害情報フィルタリングの必

要性についての説明義務や、通信役務提供契約とセットで販売される携帯電話

端末についての青少年フィルタリングの有効化措置義務の履行は必須であるこ

とから、その確認のため、モニタリング会合で実施している、窓口における実地

調査については、制度改正や苦情相談の状況を踏まえつつ、今後も実施・検証し、

事業者の取組の改善を促していくことが適当である。 

 

また、説明時間の短縮のためには、利用者側の方でも、アカウント設定等の一

般的なＩＣＴサービス利用のリテラシーを備えることが有効であると考えられ

るところ、各関係者が利用者のリテラシー向上方策を推進することも重要であ



- 30 - 
 

る。特に、高齢者のリテラシー向上方策について、引き続き検討していくことが

適当である。 
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（３）広告表示の適正化に向けた対応 

 
【現状】 

（携帯電話の店頭広告表示の現状等） 

販売代理店の店頭広告、テレビＣＭやＷｅｂ広告などにおいて、一部の利用

者にしか適用されない安価な料金プラン（条件付最安値）を強調した広告が行

われており問題との指摘がある。特に、ＭＮＯの販売代理店においては、「端

末実質０円」、高額のキャッシュバック等を訴求する店頭広告表示が行われて

いるとの指摘がある 15。 

 

消費者庁は、2018年 11月に、携帯電話等の移動系通信の端末の販売に関す

る店頭広告表示についての不当景品類及び不当表示防止法（昭和 37 年法律第

134号。以下「景品表示法」という。）上の考え方等を公表 16した。その大要は

以下のとおりである。 

 全国の消費生活相談センターには、携帯電話等の移動系通信の端末の販

売において、想定外のオプション契約が必要であった、スマートフォン

の回線契約のほかに光回線契約を締結させられたといった相談がみら

れる。これらの相談事例は必ずしも広告表示に起因するものではないが、

事業者による適切な表示が行われることにより、一般消費者の想定外の

契約締結の防止に資することから、今般、携帯電話等の広告表示に係る

景品表示法上の考え方等を整理した。 

 

 携帯電話等の通信事業者又は販売代理店における携帯電話等の広告に

おいて、例えば、特段の条件なく安価に携帯電話等を購入できるように

表示しているが、実際には、当該代金で携帯電話等を購入するためには

様々な適用条件が設定されており、当該代金を支払うだけでは携帯電話

等を取得できないような場合がある。こうした表示方法により、取引条

件について、実際のものより取引の相手方に著しく有利であると一般消

費者に誤認されるときは、景品表示法上問題となるおそれがある。また、

当該適用条件が広告に記載されていたとしても、例えば、文字が小さい

場合や配置箇所が強調された代金の表示と離れている場合など、一般消

費者がその内容を正しく認識できないような場合は、同じく景品表示法

上問題となるおそれがある。 

 

 携帯電話等の広告表示においては、安価な販売価格が適用されるための

詳細な適用条件を記載する代わりに「詳しくは店員に（店頭で）」との記

                                                   
15 第１回北構成員提出資料。 
16 消費者庁「携帯電話等の移動系通信の端末の販売に関する店頭広告表示についての景品

表示法上の考え方等の公表について」（2018 年 11 月 13 日報道発表） 



- 32 - 
 

載が散見されるところ。しかし、携帯電話等を安く販売するための適用

条件である料金プランやオプション等について、具体的な内容や金額を

広告に明瞭に記載していない場合、一般消費者は、必要以上の費用負担

をしているおそれがある。携帯電話等の通信事業者又は販売代理店は、

携帯電話等の広告表示において、景品表示法違反のおそれのある行為が

行われることのないよう十分に注意するとともに、適用条件や費用負担

の具体的な金額を明瞭に記載し、丁寧な説明を行うなど、一般消費者に

対する適切な情報提供に努めることが求められる。 

 

（業界団体の広告表示に係る自主基準等及び審査体制） 

電気通信サービス向上推進協議会では、「電気通信サービスの広告表示に関

する自主基準及びガイドライン」を策定し、通信サービス特有の広告表示につ

いて、実例を交えて規定している。当該自主基準及びガイドラインは、問題と

なった広告表示など、その時々の課題に沿って改訂を実施してきている（最終

改訂 2018年１月）。 

 

また、同協議会では、通信４団体参加社の全国向けテレビ広告・新聞広告に

ついて、全件を四半期に一度、自主基準及びガイドラインに沿って問題がない

かを事後的に審査する取組を実施している。審査後、問題あり等の指摘を受け

た広告については、事業者へのフィードバックを行うとともに、指摘内容を事

業者名・サービス名を伏せた形で協議会ホームページに公表している。なお、

店頭広告や、近年テレビに並ぶ有力な広告媒体となっているＷｅｂ広告につい

ては、情報量の多さ等から、現状では協議会による審査の対象とはなっていな

い。 

 

【構成員からの意見】 

 利用者に伝わる広告表示とし、誤認を与える表示をやめるべき。 

 広告表示の改善は自主的取組の中で実行していただくのが良い。 

 「この広告は自社の信頼を損なうことがないだろうか」というような基準で

自主的にしっかりとチェックする必要がある。 

 店頭広告に関しては、まず自主的に取り組んでいただくのが一番良い。景品

表示法の考え方では、受け手がどう感じるかが大事であり、その観点で問題

のあるものは指摘できるような運用にできたら良い。誤認させる広告がある

今の状態は改善が必要。 

 Webや店頭広告のチェックは、キャリアの各支店担当のルート、ラウンダー

と呼ばれる担当者がチェックするべき。その後、問題のある広告の数が少な

くなってきた段階で、微妙な表現などについて、アドバイザリー委員会等で

その基準の検討をするようにすべき。 

 現在の事業者団体の自主基準に基づくチェック体制では、文字サイズなど明
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確に問題ありと線引きできる広告しかチェックできていない。テレビＣＭや

新聞広告に限っても良いので、消費者目線の業界の新たなガイドラインを作

るべき。 

 料金プランそのものがもっとシンプルになれば、苦労して打消表示を見やす

くしなくてもよくなるのではないか。それは規制ではなく自主的努力で対応

すべき。 

 

【事業者・事業者団体から示された取組の方向性】 

携帯電話事業者では、広告表示の適正化に向けた新たな自主的な取組として、

キャリアショップの広告表示に関し、次のとおり、新たな取組を行う予定として

いる 17。 

① 事前チェックの取組として、2018年 12月から、店頭掲示物について、原則

として携帯電話事業者の指定する様式に限定する（指定外の広告については、

従前より実施している事前チェックを徹底する）とともに、ＳＮＳについて、

端末売価訴求及び還元訴求を不可とする等の事前のルールを定める（実施

済）。 

② 事後チェックの取組として、2019年度上期中に、店頭掲示物及びチラシにつ

いて、電気通信事業者による自主的な調査を行い、不適切事例の是正及び再

発防止を図るとともに、その結果について、業界団体（電気通信サービス向

上推進協議会を想定）へ報告する。 

 

また、電気通信サービス向上推進協議会では、今後、広告表示適正化のために、

次のとおり、新たな取組を行う予定としている 18。 

① 現在実施している全国向けテレビ広告及び新聞広告の事後的な審査の取組

について、新たに消費者目線での確認を行う体制を整備し、2019年８月から

運用を開始する。 

② 次の課題に関し、2019年６月までに自主基準等の改訂の要否を検討し、改訂

を要する場合には、2019年中に改訂し、運用を開始する。 

(a) キャッシュバックなどに関する注記の在り方など店頭における広告表示

に関する課題 

(b) 料金の安さが殊更に強調され、制約条件が分かりづらいことなど条件付

最安値表示に関する課題 

(c) 強調表示と注釈表示との近接性などのウェブ広告での課題 

③ 携帯電話事業者における販売代理店の店頭での広告表示に関する事後的な

確認の取組について、その結果の報告を受け、適切に機能しているかを外部

から監査する。 

 

                                                   
17 第８回電気通信事業者協会提出資料。 
18 第８回電気通信事業者協会提出資料。 
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【今後の取組の方向性】 

（総論） 

利用者は、広告表示の内容にかかわらず、店舗などで具体的な条件等を確認

することが可能であり、また、契約の締結等の前に提供条件の概要の説明を受

けることになっているが、実際には、広告により一定の選択を行った上で店舗

などでの説明を受けているため、より有利な選択肢があったとしても事前段階

で排除されてしまうという問題が起こっている可能性がある。一方で、広告に

ついては、商業的なものではあるものの、電気通信事業者や販売代理店による

表現行為であり、その内容についての規制は、最小限であることが望ましい。 

 

これらを踏まえ、電気通信事業者等の関係者において、景品表示法上問題と

なるおそれのある広告など不適切な広告が掲示されないよう、自主的な取組を

強化することが望ましい。 

 

（携帯電話事業者の店頭広告表示） 

店頭での広告表示に関しては、携帯電話事業者や販売代理店において、本Ｗ

Ｇでの議論や消費者庁の見解等を踏まえ、不適切な広告が掲示されないよう、

事前及び事後の確認などの対応を自主的に進めることが望ましい。携帯電話事

業者にあっては、販売代理店に対する指導を適切に実施することが求められる。 

 

この点については、前述のとおり、各携帯電話事業者や電気通信サービス向

上推進協議会において広告表示の適正化に向けた新たな自主的な取組を行う

予定であることから、それらの取組の着実な実施が期待されるところであり、

その実施状況等について注視していくことが適当である。 

なお、この取組は、キャリアショップにおける広告表示のみを対象とするも

のであるが、各携帯電話事業者においては、併売店や量販店における広告表示

の適正化に関し、さらなる自主的な取組の実施について検討することが望まし

い。 

また、電気通信サービス向上推進協議会においては、現行の自主基準等につ

いて、その見直しの要否も含め検討することが望ましい。 

 

（電気通信事業者のテレビＣＭ等における表示） 

テレビＣＭに関しては、「条件付最安値を強調した広告が行われており問題

である」、「現在の事業者団体の自主基準に基づくチェック体制では、文字サイ

ズなど明確に問題ありと線引きできる広告しかチェックできていない」等の指

摘があることを踏まえ、電気通信サービス向上推進協議会において、条件付最

安値を強調したテレビＣＭの内容が表示全体として利用者にどのように伝わ
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っているのかという観点や、消費者庁の近年の調査等 19を踏まえた動画広告に

おける打消し表示についての留意点も考慮しつつ、現行の自主基準等の内容及

びその運用について、見直しの要否も含め、検討することが望ましい。 

この点については、前述のとおり、電気通信サービス向上推進協議会におい

て、新たに消費者目線での確認を行う体制を設ける等の取組を実施することと

していることから、それらの実施状況等について注視していくことが適当であ

る。 

 

また、Ｗｅｂ広告（動画広告を含む）に関しても、電気通信サービス向上推

進協議会において、消費者庁の近年の調査等 20も参照しつつ、現行の自主基準

等の内容及びその運用について、見直しの要否も含め検討することが望ましい。 

 

  

                                                   
19 消費者庁「打消し表示に関する実態調査報告書」（2017 年 7 月）、「スマートフォンにお

ける打消し表示に関する実態調査報告書」（2018 年 5 月）、「広告表示に接する消費者の視

線に関する実態調査報告書」（2018 年 6 月）、及び「打消し表示に関する表示方法及び表

示内容に関する留意点（実態調査報告書のまとめ）」（2018 年 6 月）。 
20 脚注 19 参照。21「緊急提言」ｐ９。 
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（４）不適切な営業を行う販売代理店等への対策 

 

【現状】 

（販売代理店の営業実態と行政による把握） 

第３章の「緊急提言」においても指摘しているとおり、下記のような不適切

な営業が一部の販売代理店において行われているとの指摘がある。 

 

携帯電話については、「通信容量が大きな料金プランを勧められ契約したが、

不要なものだった」、「スマートフォンを契約したら、不要なタブレット等の付

属品とのセット契約だった」等の消費者のニーズに合わないサービス・商品の

販売が行われたことによる苦情が引き続きみられる 21。また、「端末実質０円」、

高額のキャッシュバック等を訴求する販売が行われているとの指摘がある 22。 

 

ＦＴＴＨについては、二次、三次の販売代理店の営業活動に対して、事業者

による指導が十分に行き届いていないケースがある。総務省の苦情分析によれ

ば、2017 年度においても、ＦＴＴＨの電話勧誘において、勧誘主体や勧誘目

的について利用者に誤解を与えるような勧誘が行われているとの苦情が多く

寄せられる状況となっている 23。 

 

総務省は、現在は、一定規模以上の電気通信事業者（携帯電話サービス、Ｆ

ＴＴＨサービス等を提供する者のうち契約者数１万以上の者）からの報告によ

り、一部の販売代理店については存在を把握しているが、その他の電気通信事

業者から業務委託を受けた販売代理店については通常は把握しておらず、現在、

消費者保護規律の対象となる販売代理店がどの程度存在するのか等、全体像を

把握できているとは言い難い状況にある。 

 

（事業者団体等の取組） 

携帯電話（ＭＮＯ）の販売代理店においては、消費者利益の確保に向けた自

主的な取組として、（一社）全国携帯電話販売代理店協会による「あんしんシ

ョップ認定制度」が全国的に展開されており、2019 年１月末時点で認定ショ

ップ 5,404 店（全キャリアショップの 67%）の規模となっている。「あんしん

ショップ」加盟店舗においては、消費者保護ルールの法令遵守を宣言し、定期

的なスタッフの研修を行う等、消費者保護の意識を高めるための取組が行われ

ている。 

 

光コラボの事業者・販売代理店については、（一社）テレコムサービス協会

                                                   
21「緊急提言」ｐ９。 
22 第１回北構成員提出資料。 
23 第１回事務局提出資料。 
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による「重要事項説明のポイントとトーク集」（光卸を利用したＦＴＴＨサー

ビスの電話勧誘時の説明話法に係るマニュアル）が策定されている。 

 

このように、それぞれの業界団体において独自に苦情相談の改善につながる

取組が進められている。しかしながら、その浸透度合いは現状十分とは言えず、

今後、これらの販売代理店への一層の普及・浸透が課題となっている。 

 

【構成員からの意見】 

（ＦＴＴＨ・携帯電話等共通） 

 固定・移動ともに卸先の事業者や、その一次代理店、二次代理店等に関する

相談も多くなっており、どこが指導・監督するのかよくわからなくなってい

る状況。販売代理店について、指導・監督すべき電気通信事業者を明確にし、

電気通信事業者は販売代理店の監督義務をしっかり果たすべき。 

 販売代理店の監督が課題であり、自主規制を守らないアウトサイダーをどの

ように規制するか検討すべき。 

 業界での「自主規制」は事業者による苦情の多い販売代理店への指導や契約

解除のようなところまで行って初めて「自主規制」として機能するものであ

り、先駆的な団体の取組も見習ってＰＤＣＡを徹底すべき。 

 販売代理店が最低限これだけやっておけばよいという姿勢でなく、顧客によ

りよいサービスを提供していくように、事業者が販売代理店との関係におい

て、インセンティブの設計も含めて、責任を持って全体を回す仕組みを考え

ていただきたい。 

 

（携帯電話サービス関係） 

 販売代理店に不適切な営業をさせているのは事業者である。過度な目標設定

があり、それを達成するために無理な販売をする販売代理店がいる。獲得し

た数だけではなく、その回線をどうやって獲得したかのプロセスの質につい

ても、さらには、取っただけでなく、その後ちゃんと使われているのか利用

率などまで含めて、しっかりと販売代理店を管理・評価すべき。 

 一般消費者には、高額なキャッシュバック自体が不信感を与える販売方法と

捉えられているため、適正で公正な販売となるよう業界全体として取り組ん

でいくべき。 

 キャッシュバック等の特典について、期間が過ぎて受け取れなかった等の相

談事例があるが、消費者は契約条件の一部として認識しているため、特典が

受け取れないことがあるのは問題。確実に特典を受け取れるようにすべき。 

 

（ＦＴＴＨサービス（光コラボサービス含む）関係） 

 電話勧誘販売で光の契約内容を理解するというのは難しい。勧誘時に、後か

ら送られてくる契約書面で契約内容を確認するべきこと等も説明し、後確認
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が実効性のある内容となるよう対応願いたい。 

 光回線・光卸の苦情の多くは販売代理店による勧誘によるものであり、電気

通信事業者が販売代理店の監督をすべき。 

 光回線とケーブルテレビの契約については、期間拘束があることがあまり認

識されていない相談事例も存在。契約時に十分な説明が必要ということに加

え、そもそも固定回線についても、長期間の期間拘束は自由な選択の阻害要

因となるため、再考いただきたい。 

 

【今後の取組の方向性】 

総務省において、販売代理店の業務の適正性の確保等を含む「緊急提言」の

趣旨を踏まえた法改正等の作業を速やかに進めることが適当である。 

 

上記に加え、販売代理店が顧客へのより良いサービス提供を競い合うような

「質の競争」が行われるようにする観点からも、事業者による販売代理店の指

導措置をより適切・実効性のあるものとすることが必要である。例えば、販売

代理店における、適合性原則に則った丁寧な説明や、青少年フィルタリングの

設定（有効化措置）・説明等については、法令に基づく事務であることから、

より着実な遂行に向け、販売代理店へのインセンティブ（動機付け）の設計等

も含め、事業者がより責任を持って対応することが適当である。 

 

また、（一社）全国携帯電話販売代理店協会は、販売代理店の業務適正化に

向け、あんしんショップ認定制度を設け運用しているが、今後さらに高齢者対

応等に係るスタッフ研修の充実や、あんしんショップの認定率向上などの活動

を強化していくことが期待されていることから、同協会に対する携帯電話事業

者（ＭＮＯ）における一層の活動支援及び総務省における協力強化を推進して

いくことが望ましい。 

 

さらに、（一社）テレコムサービス協会については、同協会策定のマニュア

ルの事業者及び販売代理店への一層の普及・浸透等に取り組むことが期待され

ていることから、関係事業者及び総務省が引き続きその活動を支援していくこ

とが望ましい。 

 

これら業界団体による販売代理店の営業適正化の取組については、総務省が

引き続き団体との意見交換やフォローアップを行い、取組の成果を本ＷＧやモ

ニタリング定期会合の場で報告し検証を行っていくことが適当である。 
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（５）高齢者のトラブルへの対応 

 

【現状】 

高齢者の電気通信サービスの利用に関しては、光回線サービスの卸売（光

コラボサービス）や携帯電話の契約に係る苦情相談が全国の消費生活センタ

ー等において多く発生しており、中でも 60 歳以上のトラブルの割合が増加

している。 

 

国民生活センターでは、光コラボサービスについては、光回線の乗換えを

勧める電話勧誘に関し、別事業者との契約になることを気づかずに契約を結

んでしまったというトラブルが高齢者に多く見られることを、携帯電話につ

いては、「販売代理店でスマートフォン、タブレット等を勧められるまま契

約してしまったが使いこなせないため解約したい」、「必要以上のデータ量の

プランを契約させられた」等のトラブルが多く発生していることを、それぞ

れ消費者に対して注意喚起している 24。 

 

また、総務省の苦情相談分析によれば、高齢者はその利用実態と比して、

苦情相談の発生頻度が高いという傾向も示されている。 

  
＜図表：年齢別苦情相談 （2018 年度上半期）＞ 

 

 
出典：「ＩＣＴサービス安心・安全研究会 消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合（第 6 回）」

（2019年 2月 1日）事務局資料 

 

                                                   
24 「光回線サービスの卸売に関する勧誘トラブルにご注意！第２弾」（2018 年 7 月 26 日 
国民生活センター報道発表資料）、「セット契約やスマートフォンの使い方などの携帯電話

のトラブル」（2018 年 9 月 13 日 国民生活センター報道発表資料） 
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＜図表：消費者向け啓発資料＞ 

  
出典：「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ（第２回）」（2018年 11月 8日）国民生活センター資料

（消費者向け啓発資料（リーフレット）） 

 

【事業者等の取組】 

（電気通信事業者（ＭＮＯ）） 

高齢者向けの取組として、ＭＮＯ各社は、以下のような取組を促進。 

 ポスターや配布物での顧客への周知 

 65歳以上の顧客に向けた見やすい説明ツールの作成 

 スマホ教室（受講者の 85％は 65歳以上）のカリキュラムの充実 

 スマホ・タブレットの購入前の試用レンタル 

 使用方法のサポート等をする会員制サービスの提供 

 契約申込み後の契約意志の確認（電話対応） 

 

（電気通信事業者団体、販売代理店団体等） 

電気通信事業者団体や販売代理店団体等では、ＭＮＯ各社と協力して、

また各社・各団体独自で以下のような取組を促進。 

   ＜携帯電話＞ 

 80 歳以上の高齢者に対する契約時の家族同伴や家族への電話確認の

推奨（2018年８月以降）（電気通信事業者団体）。 

 操作方法習得に困難を抱える高齢者への店頭サポート（販売代理店団

体） 

 契約前のデータＳＩＭとＳＩＭフリースマホの１週間無料貸出し体験

（ＭＶＮＯ事業者） 

 高齢者からの声が多く料金にも関わる「通話の切り忘れ」へのチラシ

等での注意喚起（ＭＶＮＯ事業者） 

＜ＦＴＴＨ＞ 

 特に高齢者を対象とした、光コラボや転用の仕組みを解説する「図解

リーフレット」の作成・配布（電気通信事業者団体） 

 「重要事項説明のポイントとトーク集」（事業者向けマニュアル）を通

じた高齢者へのより丁寧な対応の勧奨（電気通信事業者団体） 

 



- 41 - 
 

【構成員等からの意見】 

 高齢者でスマートフォン等を使いたいという人も多いので、事業者の方

で機器のお試しや使い方の講習会といった機会を増やしてほしい。 

 ある事業者で、高齢者のスマートフォンの契約に関して、契約申込み後

に改めて事業者から意思確認を行い、高齢者から「望まない契約になっ

ている」との申告があった場合には、端末も含めて無料キャンセルを受

け付けているとの説明があった。そのような対応が必要なケースも多い

と想定されるので、ぜひ続けてほしい。 

 高齢者のスマートフォン利用やその契約に関するリテラシーの向上も

重要。地元の福祉施設やキャリアショップ、コミュニティカフェなどで

無料のスマホ講座を開催している。 

 ＦＴＴＨの電話勧誘に関して、電話で契約が成立することを認知してい

ない人が高齢者に限らず多く、注意喚起が必要。 

 

＜図表：地域におけるスマホサロン等の取組み例＞ 

 

出典：「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ（第 5回）」（2018年 12月 26日）近藤構成員資料 

 

 【今後の取組の方向性】 

高齢者を対象とした契約については、各電気通信事業者や事業者団体等に

おいて、より丁寧な説明や契約意思の再確認の徹底といった取組が進められ

ているものの、苦情相談件数に占める高齢者の割合は依然として高い状況に

ある。特に、電話勧誘においては契約意思の有無に関して、勧誘する側と利

用者（高齢者）側との間で認識に齟齬が生じるケースが多い。 

 

このため、契約締結に際しては、次のような取組により、勧誘する側から
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の十分な情報提供や、利用者（高齢者）側の理解促進・意向確認をより一層

徹底するとともに、高齢者のＩＣＴ及び契約に係るリテラシー向上を図るこ

とで、高齢者の合理的な選択を確保していくことが重要である。その際、電

気通信事業者及び販売代理店においては、高齢者の中には多様な方がいるこ

と、年齢とともに認知能力の衰えという制約を抱える方も多くなる傾向にあ

ることについて、配慮することも肝要である。 

これらの取組や関係者の努力を通じ、高齢者という消費者が安心してネッ

ト社会に参画できるようにしていく必要がある。 

  

 （高齢者に対する十分な情報提供や意向確認の徹底） 

  ＜携帯電話＞ 

   高齢者向け説明ツールの使用、80 歳以上の高齢者に対する契約時の家族

同伴等の推奨といった取組については、引き続き推進することが望ましい。

その上で、高齢者から「望まない契約になっている」との申告があった場合

には、柔軟な対応を行うことについても引き続き検討することが望ましい。 

  ＜ＦＴＴＨ＞ 

   事業者団体において、高齢者に対する十分な情報提供や意向確認の話法

について定めた既存の高齢者向けの対応マニュアルについて、現場での活

用・浸透をより一層徹底する方策を検討することが適当である。 

 

 （高齢者のリテラシー向上（事業者・事業者団体の取組）） 

 ＜携帯電話＞ 

スマートフォンの高齢者層への普及が今後も進むことが予想されること

から、電気通信事業者や販売代理店、事業者団体等においては、 

 スマホ教室の拡充 

 契約前のスマホ無料貸出し体験 

等の取組を一層推進していくことが適当である。 

  ＜ＦＴＴＨ＞ 

ＦＴＴＨの電話勧誘に関して、電気通信サービスの契約が電話により成立

することが十分に知られておらず、トラブルにつながっているとの指摘もあ

ることから、事業者団体や総務省において、啓発の方策を検討していくこと

が適当である。 

 

 （高齢者のリテラシー向上（地域における取組）） 

高齢者のリテラシー向上に関しては、事業者側だけでなく、地域レベルで

の取組が一部で進められているところである 25。今後、こうした取組が広く

                                                   
25 例えば、「シニア情報生活アドバイザー」（ニューメディア開発協会による資格認定制

度）を活用した全国のシニアネットにおける ICT 関連講座がある。 
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展開されていくよう業界団体等による取組への支援 26など、国、事業者、地

域の連携を推進していくことが適当である。 

 

なお、その際には、総務省の有識者会議 27において現在、検討が進められ

ている「デジタル活用支援員（仮称）」など、高齢者等が住居から地理的に

近い場所で、心理的に身近な人から学ぶことができるような仕組みも活用し

ていくことが望ましい。 

 

＜図表：デジタル活用支援員（仮称）の仕組み＞

 
出典：総務省「デジタル活用共生社会実現会議 ICT 地域コミュニティ創造部会（第１回）」（2018 年

12月 27日）事務局資料 

 
  

                                                   
26 例えば、安心ネットづくり促進協議会は、スマートフォンの安心・安全な使い方の習得

のため、公益社団法人全国消費生活相談員協会等と連携し、高齢者向けの啓発資料作成

や、高齢者を対象とした試行的なセミナー実施等の取組を行っている。 
27 総務省デジタル活用共生社会実現会議 ICT 地域コミュニティ創造部会（2018 年 12 月

27 日～） 
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（６）法人契約者のトラブルへの対応 

 
【現状】 

現行の消費者保護ルールでは、法人契約者は、「不実告知等の禁止」、「事業

の休廃止に関する周知義務」等の消費者保護規律の対象となるものの、交渉力

及び情報量の面から個人契約者とはその性質が異なると考えられることから、

「提供条件の説明義務」、「書面交付義務」、「初期契約解除制度」、「勧誘継続行

為の禁止」といった消費者保護規律の対象外となっている。 

 

しかしながらその一方で、総務省電気通信消費者相談センターに寄せられた

法人（個人事業主を含む）からの苦情相談件数（2018 年 4 月～11 月分）は、

241件となっており、全件数（5,659件）の 4.3％を占めている。 

 

また、この苦情相談の内容を分析すると、個人における相談事例と変わらな

いような被害内容を訴えるものが継続的に見受けられる。 

 

＜図表：法人契約に係る現行制度上の取扱い＞ 

 

出典：「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ（第 5回）」（2018年 12月 26日）事務局資料 

 

 

＜図表：法人からの具体的な苦情内容の例＞ 

 
出典：「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ（第 5回）」（2018年 12月 26日）事務局資料を基に作成 
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【消費者団体・事業者団体からの意見】 

 元個人事業主に対して、もう廃業したという現状を確認しないまま勧誘

している事例がある。個人事業主への勧誘でも、消費者の場合と同様に、

説明不足に起因するトラブルが発生している。 

 小規模事業者が全企業の８５％を占めていることを考えれば、小規模な

法人についても消費者保護ルールの対象とすべきと考えるが、その場合

は、店頭での説明の要否判断を適切に行えるようにすべき。 

 

 【構成員からの意見】 

 消費生活センターにも、一般消費者と同様の内容の相談が個人事業者か

ら入ってきている。事業者契約であっても十分な説明と書面交付は必要。 

 「インターネット接続回線」に関する苦情相談の約１割が法人系からの

相談ということは重く受け止めるべき。小規模事務所でもうっかりだま

されてしまう勧誘電話は多くある。リテラシーのない方々が困惑する事

態を救う措置を検討してほしい。 

 

 【今後の取組の方向性】 

電気通信事業者及び販売代理店が法人等と契約するに際し、 

・契約主体が法人名義であった場合等でも、消費者保護ルールの対象外（＝

法人契約扱い）と判断されるとは限らないこと、 

・法人等の営む事業の実態や、当該事業と契約内容（電気通信サービス）

との関連性等を踏まえ、消費者保護ルール適用の是非が判断されること、 

・当該事業との関連性が乏しいと判断されれば、法人契約扱いではなく、

消費者保護ルールが適用され、説明義務や書面交付義務等の遵守が求め

られること 

等 28の点を改めて強く認識するよう、周知に努めることが適当である。 

 

さらに、上記の認識の醸成により、苦情相談の状況がどのようになるかを

把握し、その上で、どのような措置が可能なのか、改めて検討を進めていく

ことが望ましい。 

 

                                                   
28 「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」に以下の説明がある。 
・「法人等が通常、事業・職務の用に供するために電気通信役務契約を締結する場合は法

人契約として説明義務等の適用除外となる。他方、法人等の名義の契約であっても、実際

には個人の家庭用として電気通信役務が用いられている場合は、法人契約とはならな

い。」 
・「個人名義の契約は、基本的には、法人契約に該当しない。すなわち、例えば、小規模

な個人事業主は、交渉力及び情報量において電気通信事業者等と格差があると考えられる

ため、原則として、一般の消費者と同様に取り扱うこととしている。」 
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また、消費者保護ルールの対象とならない法人向けの電気通信サービス等

については、苦情相談の状況等を見つつ、個々に対応を検討していくという

アプローチを取っていくことが適当である。 
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（７）その他 

 

① 成年年齢引き下げに対応した消費者教育の推進 

 

【現状】 

2018 年６月の民法改正により、2022 年４月より成年年齢が 18 歳に引き下

げられることとなったことに伴い、18 歳、19 歳の若年者に対する未成年者取

消権が消滅するため、これら若年者が不当な契約による消費者被害に遭う危険

性の増大が懸念されている。消費者庁においては、青少年に対する消費者教育

として、「社会への扉」（高校生向け）等の教材の展開とともに、大学等と消費

生活センターとの連携支援や消費者教育コーディネイターの育成・配置に向け

た取組等の施策を推進している。 

 

【構成員等からの意見】 

 成人年齢が 18 歳に引き下げられることに伴い、消費者トラブルの増加

が予想されることから、成人になるまでに契約に関する消費者教育を行

うなど、対応を検討すべき。 

 

【今後の取組の方向性】 

消費者教育の推進に関する基本的な方針（平成 25年 6月 28日閣議決定、平

成 30年 3月 20日変更）においては、当面の重点事項として、成年年齢引き下

げに向けた検討を踏まえた「若年層への消費者教育」を推進していくこととし

ている。電気通信サービスの契約に関しての苦情相談やトラブルは少なくない

ことから、若年層に対して、電気通信サービスの契約に関する消費者教育の推

進に、総務省や電気通信事業者が貢献していくことも考えられる。 

 

 ② 青少年フィルタリング利用の促進 

 

【現状】 

昨今、青少年へのスマートフォンの普及は大きく進展しており 29、ＳＮＳを

利用して犯罪の被害にあう児童・生徒の数も高止まり 30するなど、スマートフ

ォンの普及に伴うトラブルも増加している。 

 

一方で、スマートフォンを利用する青少年のフィルタリングの利用率は

                                                   
29 内閣府「平成 29 年度青少年のインターネット利用環境実態調査結果」（2018 年 3 月）

では、10～17 歳のスマートフォンの利用率は、48.8％（2014 年度）から 60.4％（2017
年度）へと上昇している。 
30 警察庁「平成 29 年におけるＳＮＳ等に起因する被害児童の現状と対策について」

（2018 年 4 月 26 日広報資料）では、SNS に起因する事犯の被害児童数は、1,421 件

（2014 年度）から 1,813 件（2017 年度）へと増加している。 
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44％31（2017年度）となっており、フィーチャーフォンの時代よりも低下 32し

ている。 

 

このような状況のもと、2018 年 2 月の改正青少年インターネット環境整備

法の施行に伴い、電気通信事業者及び販売代理店には 18 歳未満の青少年に対

するフィルタリングの有効化措置の実施等が義務付けられ、取組が進められて

いるところであり、青少年によるフィルタリングの利用促進は、重要な課題と

なっている。   

 

【構成員等からの意見】 

 フィルタリング義務について、店頭でも説明があるものの、親自身も実

効性やどう対応したらよいか良くわかっておらず、子供たちが悪意なく

有害コンテンツにリーチしてしまう現実がある。より実効性のあるアプ

ローチを検討すべき。 

 フィルタリングの利用率が 44％に止まるのは保護者側の意識の問題に

も一因がある。携帯電話販売代理店では、フィルタリング対応について

かなりの時間を消費している。 

 今の子どもたちの親がきちんとリテラシー教育を受けている年代では

ないことを踏まえることが必要。 

 フィルタリングの普及においては親同士の口コミも非常に重要。ＰＴＡ

の巻き込み、学校と地域が一体になった取組が不可欠。 

 消費者向けの啓発ツールが利用者に届いていない。その要因を分析して、

届くようにすべき。事業者がテレビＣＭや短い動画等の啓発ツールを作

り、ネット等に掲載されれば、若者等の利用者に届きやすくなるだろう。 

 

【今後の取組の方向性】 

青少年によるフィルタリング利用の促進及び保護者等への啓発は、改正青少

年インターネット環境整備法の着実な履行の観点から重要な課題である。当該

課題は、「ＩＣＴ安心・安全研究会 青少年の安心・安全なインターネット利

用環境整備に関するタスクフォース」にて検討を行うこととしていることから、

必要に応じて本ＷＧで検討結果の報告を受けることが適当である。 

 

 ③ 在留外国人による携帯電話の契約及び利用の円滑化 

 

 【現状】 

                                                   
31 内閣府「平成 29 年度青少年のインターネット利用環境実態調査結果」（2018 年 3 月） 
32 内閣府「平成 27 年度青少年のインターネット利用環境実態調査結果」（2016 年 3 月）

では、2015 年度の青少年のフィルタリングの利用率は、フィーチャーフォンで 64.7％、

スマートフォンで 45.2％となっている。 
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  近年、我が国に在留する外国人は増加を続けており、2018 年６月末時点で

264 万人、国内で就労する外国人も 2017年 10 月末時点で 128万人と、それ

ぞれ過去最多を記録している。さらに今般、出入国管理及び難民認定法（昭和

26年政令第 319号）の改正により、2019年４月より新たな在留資格が設けら

れることで、今後日本国内への外国人材の受入れが一層進むことが想定され

ている。 

 

外国人材を適正に受け入れ、共生社会の実現を図ることにより、日本人と外

国人が安心して安全に暮らせる社会の実現に寄与するため、2018年 12月には

「外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議」において「外国人材の受入

れ・共生のための総合的対応策」が取りまとめられた。この中には、在留外国

人の生活サービス環境の改善等に係る施策の一つとして、在留外国人による携

帯電話の契約及び利用の円滑化等の観点から、多言語対応の推進等の施策が盛

り込まれている 33。 

 

 【今後の取組の方向性】 

  ＭＮＯ３社においては、これまでも店舗、コールセンター、カタログ、契約

書面等において、一定程度の多言語対応を進めてきているところ 34、今後の外

国人材の流入動向などを踏まえ、更なる取組について検討することが適当で

ある。 

 

  

                                                   
33 外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策＜施策番号 47＞「在留外国人による携

帯電話の契約及び利用の円滑化等の観点から、携帯電話事業者等に対し、日本語の話せな

い外国人が一律に契約を阻害されることのないよう、多言語対応に向けた取組を一層推進

するよう業界団体を通じて要請するとともに、在留カードによる本人確認が可能である旨

の周知の徹底に取り組む。」 
34 各社ウェブサイト参照 
 ＮＴＴドコモ：https://www.nttdocomo.co.jp/english/ 
ＫＤＤＩ：https://www.kddi.com/english/ 
ソフトバンク：https://www.softbank.jp/en/mobile/ 
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（８）2030年を見据えた消費者保護の在り方 

（IoTサービスの進展と消費者保護） 

【現状】 

 通信技術や各種センサー・テクノロジーの進化等を背景に、パソコンやスマ

ートフォンなど従来のインターネット接続端末に加え、家電や自動車、ビルや

工場など、世界中の様々なモノがインターネットへつながる IoT 時代が到来

している。インターネットに接続される IoT デバイスの数を分野別に見ると、

2017 年時点ではスマートフォン等の「通信」に該当するものが多いが、今後

はコネクテッドカーの普及により「自動車・輸送機器」分野や、デジタルヘル

スケアの市場が拡大している「医療」分野などの高成長が予測されている。ま

た 2020 年時点の予測値では、家電、PC 周辺機器等を含む「コンシューマー」

分野のデバイスも一定の割合を占めることが予測されている 35。 

  

「世界の IoTデバイス数の推移及び予測」   「分野・産業別の IoTデバイス数及び成長率予測」 

出典：IHS Technology。「平成 30年度情報通信白書」第１部第１節より引用。 

 

 これら IoT デバイスには、用途によりさまざまな規格の通信モジュールが

組み込まれ、利用者に提供・販売されることとなると考えられる。本ＷＧの検

討課題との関係では、これら IoT デバイスに備わる通信機能について、「法的

にどのような主体（通信事業者、IoT デバイスメーカー、IoT ソリューション

提供者等）が利用者との通信サービス提供契約を結ぶ主体となりうるか」、ま

た「それら主体に対し電気通信事業法上の消費者保護ルールが適用されるのか

（どのように適用されるべきか）」といった点が論点となりうる。 

 

【電気通信事業者からの意見】 

 今後、多様なプレーヤーが多様な販売現場で様々な IoT商材を取扱うこ

とが想定される中、通信を意識せず、物販に近い形で商品を販売するケ

ースもあり得る。その場合、スマホと同じような高いリテラシーが必ず

                                                   
35 本パラグラフのデータはいずれも「平成 30 年度情報通信白書」第１部第１節参照。 
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しも求められるものだけではないため、そのようなものについては、説

明義務や書面交付義務の一部緩和等を行うことで、消費者保護と利用者

利便向上あるいはサービス革新とのバランスがとれたルール設定も検

討いただきたい。 

 

 

【構成員からの意見】 

 ５Ｇ時代にはスマートデバイスなどモバイルの世界にはないものが取

り込まれていくことを消費者保護の観点でどう考えるかは重要な論点

ではあるが、まだ市場やユーザのニーズが見えない段階ではあまり拙速

に規制を考えない方がよい側面もあり、バランス感を持った議論が必要。 

 コネクテッド時代には、通信事業者と消費者が直接向かい合う B2Cモデ

ルだけでなく、サービスプロバイダーが通信を使ってさまざまな付加価

値サービスを提供するという間接モデルも想定される。その際に通信に

何か問題が起きたときの在り方をどのように整理しておくのかは論点

として必要。 

 あらゆるものに通信が搭載されるようになるのはさほど遠くない未来。

イノベーションは阻害せず、一方で安全に使用できるようなルールの整

備に向けて議論しておくべき。 

 

【今後の検討の方向性】 

現状提供されている IoTサービスや近い将来において提供が想定される IoT

サービスについて、販売形態、使われている通信技術、サービス内容等を踏ま

え、電気通信事業法上の消費者保護ルールがどのように適用されるか、現時点

での概念的整理を試みることは有益であると考えられる。 

 

その後の 2030 年を見据えた消費者保護については、今後、顕在化していく

新サービスの具体的な内容やその提供形態、消費者との接点の変化、消費者の

リテラシーの状況等を踏まえて、検討を深めていくことが適当である。 
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第５章 おわりに 

 
 今般、電気通信サービスに関する現行の消費者保護ルールについて評価を行

うとともに、現時点での喫緊の課題と考えられる事項を中心に検討を行い、中間

報告書として取りまとめた。 

関係者には、緊急提言及び本中間報告書に盛り込んだ事項について、必要な取

組を早急に実施することが求められる。 

 

また、議論の過程において１月に公表した「モバイルサービス等の適正化に向

けた緊急提言」を踏まえた電気通信事業法の改正案が平成31年３月５日に第198

国会に提出された。今後、総務省令等の具体的な制度の整備に際しては、各事業

者及び販売代理店その他関係者の意見も十分に聴いた上で、できる限り明確な

基準が整備されるよう求めたい。 

 

法改正の前後においては、大きな市場環境の変化が予想される。本ＷＧでは、

消費者保護の観点から新たに生じる課題や、それに対する関係者の取組につい

ても、引き続き注視していくこととする。 

 

さらに、本ＷＧでは引き続き、個別の論点に掲げた事業者等の取組のフォロー

アップや、IoTの新サービス等が顕在化した際の消費者保護に係る課題について、

検討を行うこととする。 

 

本ＷＧでは、今後も、行政、事業者（電気通信事業者、販売代理店等）、消

費者団体等の関係者による不断の取組や、関係者間の一層の連携を促すことを

通じて、消費者が安心して電気通信サービスを利用できる環境の整備に努めて

いく。 
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ＩＣＴサービス安心・安全研究会 
「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ」開催要綱 

 
 

１ 目的  

本会合は、平成 27年の電気通信事業法改正により充実・強化された現行の

消費者保護ルールについて、電気通信サービスの多様化・複雑化や消費者ト

ラブルの現状を踏まえ、その施行状況及び効果を検証するとともに、今後の

消費者保護ルールの在り方について検討を行うことを目的とする。 
 

２ 名称  

  本会合は、「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ」と称する。 
 

３ 検討事項  

（１）消費者保護ルールの施行状況及び効果の検証 

（２）電気通信サービスに係る消費者トラブルの現状等を踏まえた対策 

（３）今後の消費者保護ルールの在り方 

（４）その他 

 

４ 構成及び運営  

（１）本会合の構成員及びオブザーバーは、別紙のとおりとする。 

（２）本会合には、主査及び主査代理を置く。 

（３）主査は本会合を招集し、主宰する。また、主査代理は、主査を補佐

し、主査不在のときは、主査に代わって本会合を招集し、主宰する。 

（４）主査は、必要があるときは、必要と認める者を本会合の構成員又はオ

ブザーバーとして追加することができる。 

（５）主査は、必要があるときは、外部の関係者の出席を求め、意見を聞く

ことができる。 

（６）その他、本会合の運営に必要な事項は、主査が定めるところによる。 
 

５ 議事の公開等  

（１）本会合の議事は、原則として公開する。 

（２）本会合の会議については、議事概要を作成し、原則として公開する。 

（３）公開することにより、又はオブザーバーの出席により、当事者又は第

三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他

主査が必要と認める場合は、議事及び議事概要を非公開とし、又はオブザ

ーバーの出席を制限することができる。 
 

６ その他  

  本会合の庶務は、総務省総合通信基盤局電気通信事業部消費者行政第一課

がこれを行うものとする。 
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ＩＣＴサービス安心・安全研究会 

「消費者保護ルールの検証に関するＷＧ」構成員等 

（敬称略） 

 

【構成員】 

（主査）   新美 育文  明治大学 法学部 教授  

（主査代理） 平野 晋   中央大学 総合政策学部 教授 

石田 幸枝  公益社団法人全国消費生活相談員協会 理事 

市川 芳治  慶應義塾大学 法科大学院 非常勤講師 

北  俊一  株式会社野村総合研究所 パートナー 

木村 たま代 主婦連合会 消費者相談室長 

黒坂 達也   慶應義塾大学大学院 特任准教授 

近藤 則子  老テク研究会 事務局長 

長田 三紀  全国地域婦人団体連絡協議会 事務局長 

西村 暢史  中央大学 法学部 教授 

森  亮二  英知法律事務所 弁護士 

横田 明美  千葉大学大学院 社会科学研究院 准教授 

  

【オブザーバー】 

   公正取引委員会 

   消費者庁 

独立行政法人 国民生活センター 

   公益社団法人 日本広告審査機構 

   一般社団法人 電気通信事業者協会 

   一般社団法人 テレコムサービス協会 

   一般社団法人 日本インターネットプロバイダー協会 

   一般社団法人 日本ケーブルテレビ連盟 

   一般社団法人 全国携帯電話販売代理店協会 

   電気通信サービス向上推進協議会 

 

（別 紙） 
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これまでの検討状況 

 

会合 開催日 主な議題 
ＷＧ第１回 平成 30 年

10 月 22 日 
○ 電気通信事業法における消費者保護ルールの概要及び

実効性の確保に係るこれまでの取組み 
○ ＷＧにおける主要論点（案） 
○ 各構成員からのご発言 
○ 構成員のプレゼンテーション（電気通信サービスに係る消

費者保護ルールの課題等について） 
  ・黒坂構成員 
  ・北構成員 

ＷＧ第２回 平成 30 年

11 月 8 日 
○ 関係団体・事業者からのヒアリング 
  ・国民生活センター（福井昌喜 相談情報部相談第２課長） 
  ・全国消費生活相談員協会（石田幸枝理事（構成員）） 
  ・電気通信事業者協会（水谷哲也 消費者支援委員会委員長） 
  ・NTT ドコモ（田畑智也 経営企画部料金制度室長） 
  ・KDDI（岸田隆司 渉外部長） 
  ・ソフトバンク（松井敏彦 渉外本部本部長） 
  ・全国携帯電話販売代理店協会（大谷信雄 理事） 

ＷＧ第３回 平成 30 年

11 月 15 日 
○ 関係団体からのヒアリング 
  ・主婦連合会（木村たま代 消費者相談室長（構成員）） 
  ・テレコムサービス協会（吉村慎也 MVNO 委員会消費者 

問題分科会副主査） 
  ・テレコムサービス協会（岡本憲樹 FVNO 委員会消費者関 

係 TF 副主査） 
  ・日本インターネットプロバイダー協会（木村孝 会長補佐、 

行政法律部会長、消費者問題対応 WG 主査） 
  ・日本ケーブルテレビ連盟（山本学 業務部部長代理） 
  ・電気通信サービス向上推進協議会（花岡隆春 広告表示 

自主基準 WG 主査、広告表示アドバイザリー委員会委 
員長代理） 

  ・日本広告審査機構（山本一広 専務理事） 
ＷＧ第４回 
（モバイル研

究会との合同

会合） 

平成 30 年

11 月 26 日 
○ 「モバイルサービス等の適正化に向けた緊急提言」（案） 
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会合 開催日 主な議題 
ＷＧ第５回 平成 30 年

12 月 26 日 
○ ヒアリング等 
 ・高齢者のデジタル消費トラブルの現状とその対策 2018（近 
藤構成員） 

 ・消費者教育の推進について（消費者庁） 
 ・電気通信サービスの利用に係る法人からの苦情相談の現 
状（事務局） 

ＷＧ第６回 
（モバイル研

究会との合同

会合） 

平成 31 年 
1 月 17 日 

○ 「モバイルサービス等の適正化に向けた緊急提言」（案）に 
対するパブリックコメントの結果 

○ 中間報告に向けたその他の論点 

ＷＧ第７回 平成 31 年 
2 月 22 日 

○ 中間報告書骨子（案） 

ＷＧ第８回 平成 31 年 
3 月 14 日 

○ 中間報告書（案） 

 

 
 
 


	（２）緊急提言を受けた対応

